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(総則）

第 １ 条 令和８年度久米島町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 接続戸数 戸

(2) 年間総排水量 ｍ
３

(3) 一日平均排水量 ｍ
３

(4) 主な建設改良事業

（ァ）管路建設工事 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 千円 第１款 千円

第１項 千円 第１項 千円

第２項 千円 第２項 千円

第3項 千円 第３項 千円

第４項 千円

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条

第１款 千円 第１款 千円

第１項 千円 第１項 千円

　 第２項 千円 第２項 千円

第３項 千円 第３項 千円

第４項 千円 第４項 千円

第５項 千円

予 備 費 500

支　　　　　出

下水道 事業 収益 263,103 下水道 事業 費用 265,056

営 業 費 用 255,670

営 業 外 費 用 8,883営 業 外 収 益 230,769

特 別 利 益 1 特 別 損 失 3

議案第22号

1,877

421,730

1,155

令 和 ８ 年 度　久 米 島 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

16,728

収　　　　　入

営 業 収 益 32,333

予 備 費 500

留保資金61,780千円及び減債積立金11,686千円で補てんする。

収　　　　　入 支　　　　　出

ものとする）。

資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額73,466千円は損益勘定

資 本 的 支 出 185,743

企 業 債 39,800 建 設 改 良 費 100,025

他 会 計 出 資 金 12,000 企 業 債 償 還 金 84,618

投 資 600国 庫 補 助 金 22,725

県 補 助 金 37,290

その他資本的収入 462

資 本 的 収 入 112,277



（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（下水道事業）

　（過疎対策事業）

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は100,000千円とする。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 下水道事業費における営業費用、営業外費用及び特別損失相互間の流用

(2) 資本的支出における建設改良費、企業債償還金相互及び投資の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費 千円

　　令和８年３月３日　提出

久米島町長　桃　原　秀　雄

(他会計からの補助金)
第９条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、129,858千円である

21,544

利率 償還の方法

（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法

建設改良事業 10％以内
（ただし利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

　償還期間は据置期間を含め、30年
以内とする。
　償還方法は元利均等、元金均等等
による。
　ただし、財政の都合により据置期間
中であっても繰上償還し、償還期限
を変更し、又は借り換えることができ
る。

（借入方法）
　証書借入又は証券発行による。
　発行価格が額面金額を下回るときは、
発行差額をうめるため必要な金額をこ
れに加算した金額とすることができる。

（借入時期）
　令和８年度。ただし、事業その他都合
により、その一部又は全部を翌年度に
繰り延べて起債することができる。

19,900

19,900



収　入 （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　考

　1 下水道事業収益  263,103  
　1 営業収益  32,333  

 　1 下水道使用料 32,318
  
 　2 その他営業収益 15
  
 　2 営業外収益  230,769  
  　1 受取利息及び 2

　　 配当金
 　2 他会計補助金 129,858
  
 　3 長期前受金戻入 100,908
  
 　4 その他の営業外収益 1
  

　3 特別利益 1
 　1 過年度損益修正益 1
  

下水道事業収益合計 263,103
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令和８年度  久米島町下水道事業会計予算実施計画書

収益的収入及び支出
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支　出 （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　考

　 1 下水道事業費  265,056  
　 1 営業費用  255,670  

  　1 管渠費 3,635
 
  　2 処理場費 51,411
 
  　3 総係費 24,421
 
  　4 減価償却費 176,203
   
 　 2 営業外費用  8,883  
   1 支払利息及び 7,380  
 　　企業債取扱諸費
   2 消費税及び 1,493  
     地方消費税
   3 雑支出 10  
 
　 1 下水道事業費 　 3 特別損失  3  
   1 引当金繰入 2  
 
   2 その他特別損失 1  

　 4 予備費  500  
 1 予備費 500  

下水道事業費合計 265,056



収　入 （単位：千円）
款 項 目 予　定　額 備　　考

　1 資本的収入  112,277  
　1 企業債  39,800  

 　1 建設改良債 19,900  
  
 　2 過疎対策事業債 19,900  
  
 　2 他会計出資金  12,000  
  　1 他会計出資金 12,000  
 
 　3 国庫補助金  22,725  
  　1 国庫補助金 22,725  
   
 　4 県補助金  37,290  
 　1 県補助金 37,290  
  
 　5 その他資本的収入  462  
 　1 排水設備改造等貸付金返還金 462  
  

資本的収入合計 112,277

-3-

資本的収入及び支出
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支　出
款 項 目 予　定　額 備　　考

　 1 資本的支出  185,743  
　 1 建設改良費  100,025  

  　1 管路建設費 62,150
 
  　2 処理場建設改良費 37,875
   
 　 2 企業債償還金  84,618  
   1 企業債償還金 84,618  
 
 　 3 投資  600  
  1 長期貸付金 600  
 
 　 4 予備費  500  
  1 予備費 500  

資本的支出合計 185,743
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令和８年度久米島町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和8年4月1日～令和9年3月31日)

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）
１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 733,000
減価償却費 176,203,000
賞与引当金の増減額（△は減少） 383,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） △64,000
長期前受金戻入額 △100,908,000
受取利息及び受取配当金 △2,000
支払利息 7,380,000
未収金の増減額（△は増加） 1,151,977
未払金の増減額（△は減少） △318,841
その他の増減額 △351,975
小計 84,206,161
利息及び配当金の受取額 2,000
利息の支払額 △7,380,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 76,828,161

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △100,025,000
国庫等補助金による収入 60,015,000
長期貸付金による支出 △600,000
長期貸付金の回収による収入 462,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △40,148,000

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 39,800,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △84,618,000
他会計からの出資による収入 12,000,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △32,818,000

資金増減額 3,862,161
資金期首残高 25,382,300
資金期末残高 29,244,461
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1 単位：千円

一般職（人） 報  酬 給　料 手  当 計

3（2） 2,556 8,335 7,042 17,933 3,611

0 0 0 0 0 0

3（2） 2,556 8,335 7,042 17,933 3,611

3（2） 4,425 7,754 5,176 17,355 3,409

0 0 0 0 0 0

3（2） 4,425 7,754 5,176 17,355 3,409

0（1） △ 1,869 581 1,866 578 202

0 0 0 0 0 0

0（1） △ 1,869 581 1,866 578 202

特殊勤務
手当

時間外勤務手
当

管理職
手当

期末手当 住居手当 児童手当 計

0 645 0 4,696 300 0 7,042

0 645 0 4,075 0 0 5,176

0 0 0 621 300 0 1,866

20,764

780

0

780

21,544

0

21,544

20,764

0

注）会計年度任用職員を含む給与費を記載。一般職員数は会計年度任用職員を含む、（）の数字は会計年度任用職員を再掲、また、給与費の報酬及び手当にも会計年度任用
職員の費用を含めて計上

総　括

区　　分
職　員　数 給　　　　与　　　　費

特別職（人）

本
年
度

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

合　　計 0

法定福利費

前
年
度

合　　計

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

合　　計 0

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

合　　計 0
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給　与　費　明　細　書

比較 894 51

手
当
内
訳

区　　分 扶養手当 通勤手当

本年度 1,326 75

前年度 432 24

比
　
較



千円

地方公務員災害補償基金負担金 △ 18 千円

市町村職員互助会負担金　人事異動に伴い前年度に比べ法定
福利費が増額となったため。

202 4

本年度 3

　人事異動に伴い前年度に比べ給料
が増額となったため。

職員の異動状況

前年度 3

　人事異動に伴い前年度に比べ手当
が増額となったため。

人

0

千円

1,866 千円

千円

給　　　　料 581 千円 581 千円人事異動に係る
職員給料の増

法定福利費 202 千円

手　　　　当 1,866 千円

備　　　　　　　　　　　　　考

報　　　　酬

説　　　　　　　明

会計年度任用職
員の雇用見込人
員の減

千円△ 1,869 千円△ 1,869 　前年度において会計年度任用職員
の増員を見込んでいたが、希望者な
しの状況に伴い減額したため。

⒉ 給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区　　　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳
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0 人 3 人

人 3 人人

人事異動に係る
手当の増

人事異動に係る
法定福利費の増

58 千円

30

扶養手当 894 千円

通勤手当 51 千円

期末手当 621 千円

住居手当 300 千円

法定福利費引当金繰入額 △ 64 千円

市町村職員共済組合負担金 885 千円

社会保険料 △ 605 千円



単位：円
1

(1)
(2)

2
(1)
(2)
(3)
(4)

3
(1)
(2)
(3)
(4)
(5)

.
4

(1)
(2)
(3)

5
(1)

5
(1)
(2)
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令和７年度久米島町下水道事業予定損益計算書
（令和　７年　４月　１日～令和　８年　３月３１日まで）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料 30,205,000
そ の 他 の 営 業 収 益 15,000 30,220,000

営 業 費 用
管 渠 費 3,868,000
処 理 場 費 42,465,000
総 係 費 23,161,000
減 価 償 却 費 186,142,000 255,636,000

営 業 損 失 △ 225,416,000

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,000
他 会 計 補 助 金 52,952,000
資 本 費 繰 入 収 益 77,332,000
長 期 前 受 金 戻 入 107,312,000
そ の 他 の 営 業 外 収 益 64,000 237,662,000

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,035,000
消費税及び地方消費税 2,400,000
雑 支 出 10,000 10,445,000 227,217,000

そ の 他 特 別 損 失 2,000 3,000 △ 2,000

経 常 利 益 1,801,000

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 1,000 1,000

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,799,000

当 年 度 純 利 益 1,799,000
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0
その他未処分利益剰余金変動額 0



（単位：円）

1

(1)

イ 8,352,000

0 8,352,000

ロ 90,162,846

△ 7,710,320 82,452,526

ハ 4,154,881,508

△ 317,934,690 3,836,946,818

二 303,552,309

△ 81,128,970 222,423,339

ホ 97,650

△ 58,530 39,120

へ 30,263,000

4,180,476,803

(2)

イ 376,000

ロ 15,000,000
15,376,000

4,195,852,803

2

(1)

イ 25,382,300

(2)

イ 6,709,911

ロ 0

投 資 そ の 他 資 産

令 和 ７ 年 度 久 米 島 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

（令和８年３月31日）
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減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

長 期 貸 付 金

現 金 預 金
-9-

基 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金



ハ 0

(3) 0

32,092,211

4,227,945,014

3

(1)

イ

409,055,364

ロ 24,100,000

433,155,364

4

(1)

イ

183,341,204

(2)

イ 5,311,206

ロ 0

ハ 0 5,311,206

(3)

イ 839,000

ロ 281,000 1,120,000

189,772,410

5

(1)

イ 1,945,871,886

ロ 475,656,460

ハ 48,974,461 2,470,502,807

そ の 他 企 業 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

未 収 貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

県 補 助 金

その他他会計補助金
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企 業 債

そ の 他 未 収 金

流 動 資 産 合 計
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負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

営 業 未 払 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

営 業 外 未 払 金

引 当 金

そ の 他 未 払 金

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金



(2) △ 107,312,812

(3) 19,974,000

2,383,163,995

3,006,091,769

6

(1)

イ 1,164,080,706

ロ 44,288,000 1,208,368,706

1,208,368,706

7

(1)

イ

(2)

イ 11,685,539

ロ 1,799,000

13,484,539

剰余金合計 13,484,539 13,484,539

1,221,853,245

4,227,945,014

長期前受金収益化累計額

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

出 資 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金
国庫補助金

建設仮勘定 長期前受金

負 債 ・ 資 本 合 計

-11-

繰 延 収 益 合 計

減債積立金

当年度未処分利益剰余金
(当年度未処理欠損金)

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計



（単位：円）

1

(1)

イ 8,352,000

0 8,352,000

ロ 90,162,846

△ 11,079,861 79,082,985

ハ 4,188,919,508

△ 460,479,310 3,728,440,198

二 303,552,309

△ 110,687,809 192,864,500

ホ 97,650

△ 87,795 9,855

へ 0

4,008,749,538

(2)

イ 514,000

ロ 15,000,000
15,514,000

4,024,263,538

2

(1)

イ 29,244,461

(2)

イ 5,557,934

ロ 0

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

営 業 外 未 収 金

現 金 預 金
-9-

未 収 金

営 業 未 収 金

令 和 ８ 年 度 久 米 島 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令和９年３月31日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

流 動 資 産

現 金 預 金

-12-

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 資 産

長 期 貸 付 金

基 金

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額



ハ 0

(3) 0

34,802,395

4,059,065,933

3

(1)

イ

462,962,134

ロ 24,100,000

487,062,134

4

(1)

イ

84,617,287

(2)

イ 4,992,365

ロ 0

ハ 0 4,992,365

(3)

イ 1,222,000

ロ 217,000 1,439,000

91,048,652

5

(1)

イ 1,945,871,886

ロ 475,656,460

ハ △ 101,145,512 2,320,382,834

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金
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そ の 他 未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 貸 倒 引 当 金

-13-

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 企 業 債

営 業 外 未 払 金

未 払 金

営 業 未 払 金

繰 延 収 益

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金

その他他会計補助金



(2) △ 100,908,932

(3) 0

2,219,473,902

2,797,584,688

6

(1)

イ 1,164,080,706

ロ 56,288,000 1,220,368,706

1,220,368,706

7

(1)

イ 9,525,000

ロ 19,169,000 28,694,000

28,694,000

(2)

イ 11,685,539

ロ 733,000

12,418,539

41,112,539

剰余金合計 41,112,539

1,261,481,245

4,059,065,933

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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県補助金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減債積立金

当年度未処分利益剰余金
(当年度未処理欠損金)

利 益 剰 余 金 合 計

出 資 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金
国庫補助金

資 本 金 合 計

建設仮勘定 長期前受金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

固 有 資 本 金

資 本 金

資 本 金

長期前受金収益化累計額

-14-



Ⅰ．重要な会計方針
令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
・減価償却の方法
定額法
・主な耐用年数

   建物8年～50年
   構築物15年～50年

   機械及び装置6年～35年
   車両及び運搬具3年～6年

   工具器具及び備品2年～20年

(2)無形固定資産
・減価償却の方法
定額法

２.引当金の計上基準
(1)貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金
職員の退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計を経由して沖縄市町村総合事務組合へ負担している普通負担金を除き、一般会計がその全部
を負担することとなっているため、退職手当給付引当金は計上していない。

(3)賞与引当金及び法定福利費引当金
職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

３.その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

-15-
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（単位：円）
特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

28,012,000 1,383,000 29,395,000
239,506,000 11,040,000 250,546,000
221,776,000 8,993,000 230,769,000

8,838,000 45,000 8,883,000
△ 211,494,000 △ 9,657,000 △ 221,151,000

212,893,000 8,993,000 221,886,000
1,399,000 △ 664,000 735,000

他会計繰入金 139,950,000 1,908,000 141,858,000
減価償却費 167,759,902 8,443,098 176,203,000
特別利益 1,000 0 1,000
特別損失 3,000 0 3,000
固定資産増加額 16,728,000 0 16,728,000

営業外損益
経常損益
その他の項目

営業費用
営業外収益
営業外費用

４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。
　
５.みなし償却制度の廃止に伴う経過措置の適用
（1）平成26年3月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、当該資産との対応関係の把握が不
可能であったものについては、現存する資産（補助金等が充当されていないことが明らかな資産を除く）を対象とし、按分により合理的に整理している。

６．リース会計により使用する固定資産に関する注記
（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　中小規模事業者の特例により、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
　　　未経過リース料相当額

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起債して１年以内に償還予定のものも含む)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は141,858
千円である。

Ⅲ．セグメント情報
１．報告セグメントの概要
久米島町下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、特定環境保全公共下水
道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。
なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

１．報告セグメントごとの営業収益等
　当年度（令和８年４月１日から令和９年３月３１まで）※税抜き

営業損益

項目
営業収益



久 米 島 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

令 和 ８ 年 度

沖縄県島尻郡久米島町



（収　入） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　1 下水道事業収益  263,103 269,477 △ 6,374

　1 営業収益  32,333 33,240 △ 907

 　1 下水道使用料 32,318 33,225 △ 907  

  　1 下水道使用料 32,318 下水道使用料（公共） 30,797

   下水道使用料（農集） 1,521

 　2 その他の営業収益 15 15 0 　1 手数料 15 登録手数料 15

  

　2 営業外収益  230,769 236,236 △ 5,467 230,769

 　1 受取利息 2 2 0  

 　 　　　及び配当金 　1 預金利息 1 町預金利子 1

  　2 貸付金利息 1 排水設備改造等資金貸付基金 1

 　2 他会計補助金 129,858 130,401 △ 543  

  　1 他会計補助金 129,858 他会計補助金（公共） 54,015

他会計補助金（農集） 550

資本費繰入収益（公共） 73,935

資本費繰入収益（農集） 1,358

　3 長期前受金戻入 100,908 105,832 △ 4,924

　1 長期前受金戻入 100,908 国庫補助金（公共） 93,823

国庫補助金（農集） 7,085

 　4 その他の営業外収益 1 1 0 　1 雑収益 1 費目存置 1

  

　3 特別利益  1 1 0 1

 　1 過年度損益修正益 1 1 0 　1 過年度損益修正益 1 費目存置 1

  

収益的収入合計 263,103 269,477 △ 6,374

収　益　的　収　入　及　び　支　出

説　　　明
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令和８年度  下水道事業会計予算説明書



（支　出） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　 1 下水道事業費用  265,056 268,456 △ 3,400

　 1 営業費用  255,670 257,508 △ 1,838

 　1 管渠費 3,635 4,255 △ 620  

  　1 材料費 80 原材料費 80

  　2 手数料 60 汚水汲み取り手数料 60

 　3 賃借料 882 重機リース料 45

   複写機リース料 151

   車両賃借料 631

   積算システムリース料 55

  　4 工事請負費 2,613 下水道管布設道路補修工事 706

   下水道管渠布設工事費 1,907

 　2 処理場費 51,411 46,712 4,699  

  　1 備消品費 780 消耗品費 780

  　2 薬品費 1,323 凝集剤等薬剤費 1,323

  　3 光熱水費 11,345 電気使用料（公共） 10,072

水道使用料（公共） 108

電気使用料（農集） 1,165

  　4 燃料費 490 燃料費 490

  　5 修繕費 12,767 修繕料（公共） 11,447

修繕料（農集） 1,320

　6 委託料 24,696 浄化センター維持管理委託料 21,622

電気工作物保安管理委託料（公共） 2,308

電気工作物保安管理委託料（農集） 370

会計疑義照会対応支援委託業務 396

　7 食糧費 10 食糧費 10

説　　　明
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（支　出） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　3 総係費 24,421 23,362 1,059

　1 報酬 2,556 会計年度任用職員報酬 2,556

　2 給料 8,335 一般職給 8,335

  　3 手当 5,820 扶養手当 1,326

時間外勤務手当 645

期末手当 2,443

会計年度任用職員期末手当 1,031

住居手当 300

通勤手当 75

　4 賞与引当金繰入額 1,222 引当金繰入額 1,222

　6 法定福利費 3,394 市町村職員互助会負担金 28

地方公務員災害補償基金負担金 36

市町村職員共済組合負担金 2,959

社会保険料 371

　7 法定福利費引当金繰入額 217 引当金繰入額 217

　8 委託料 275 消費税税理士申告相談委託料 275

　9 旅費 263 普通旅費 263

  10 印刷製本費 229 複写機パフォーマンスチャージ 229

　11 通信運搬費 15 通信運搬費 15

　12 手数料 117 口座振替手数料 117

　13 賃借料 687 687

　14 負担金 1,260 退職手当組合負担金 1,084

日本下水道協会 53

九州地方下水道協会 10

沖縄県下水道協会 71

12

地域環境資源センター 20

10

　下水道企業会計システムＡＰＳ利用料

　全国市町村土壌浄化法連絡協議会

　沖縄県農業集落排水事業推進協議会

説　　　　明
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口座振替手数料



（支　出） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　14 保険料 29 下水道損害賠償保険料 29

  　15 貸倒引当金繰入額 2 引当金繰入額（公共）　費目存置 1

引当金繰入額（農集）　費目存置 1

　4 減価償却費 176,203 183,179 △ 6,976

　1 有形固定資産 176,203 建物（公共） 3,370

　　　　　　減価償却費 構築物（公共） 134,801

構築物（農集） 8,444

機械及び装置（公共） 29,559

工具、器具及び備品（公共） 29

　 2 営業外費用  8,883 10,445 △ 1,562  

 　 1 支払利息及び 7,380 8,035 △ 655  

 　　　　企業債取扱諸費 　1 企業債利息 7,380 支払利息（公共） 7,336

   支払利息（農集） 44

　 2 消費税及び 1,493 2,400 △ 907  

 　　　　　　地方消費税 　1 消費税及び地方消費税 1,493 消費税及び地方消費税 1,493

 　 3 雑支出 10 10 0  

  　1 その他雑支出 10 下水道料金過誤納金還付金 10

　 3 特別損失  3 3 0  

　1 引当金繰入 2 2 0

　1 引当金繰入 2 引当金繰入（公共） 1

引当金繰入（農集） 1

　2 その他特別損失 1 1 0

　1 その他特別損失 1 費目存置 1

　 4 予備費  500 500 0  

 　 1 予備費 500 500 0  

　1 予備費 500 予備費（公共） 250

  予備費（農集） 250

収益的支出合計 265,056 268,456 △ 3,400

説　　　明
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（収　入） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　1 資本的収入  112,277 73,751 38,526  

　1 企業債  39,800 20,800 19,000  

 　1 建設改良債 19,900 10,400 9,500

  　1 建設改良債 19,900 下水道事業債 19,900

 　2 過疎対策事業債 19,900 10,400 9,500

  　1 過疎対策事業債 19,900 過疎対策事業債 19,900

　2 他会計出資金  12,000 20,881 △ 8,881  

 　1 他会計出資金 12,000 20,881 △ 8,881

　1 他会計出資金 12,000 他会計出資金 12,000

　3 国庫補助金  22,725 13,200 9,525  

 　1 国庫補助金 22,725 13,200 9,525  

  　1 国庫補助金 22,725 国庫補助金 22,725

　4 県補助金  37,290 18,121 19,169  

 　1 県補助金 37,290 18,121 19,169  

  　1 県補助金 37,290 県補助金 37,290

　5 その他資本的  462 749 △ 287  

 　　収入 　1 排水設備改造等 462 749 △ 287  

 　   資金貸付金返還金 　1 返還金 462 貸付金返還金 462

資本的収入合計 112,277 73,751 38,526

資  本  的  収  入  及  び  支  出

説　　　明
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（支　出） （単位：千円）

款　・　項 目 本年度 前年度 比　較 節 金　額

　 1 資本的支出  185,743 152,328 33,415  

　 1 建設改良費  100,025 52,203 47,822  

 　1 管路建設費 62,150 30,203 31,947

  　1 委託料 45,422 下水道業務委託料 45,422

　2 工事請負費 16,728 下水道工事請負費 16,728

 　2 処理場建設改良費 37,875 22,000 15,875

  　1 委託料 37,875 37,875

　 2 企業債償還金  84,618 98,725 △ 14,107  

  1 企業債償還金 84,618 98,725 △ 14,107  

  　1 企業債償還金 84,618 元金償還（公共） 83,901

元金償還（農集） 717

　 3 投資  600 900 △ 300  

  1 長期貸付金 600 900 △ 300  

  　1 長期貸付金 600 排水設備改造等貸付金 600

　 4 予備費  500 500 0  

  1 予備費 500 500 0  

  　1 予備費 500 予備費（公共） 250

予備費（農集） 250

資本的支出合計 185,743 152,328 33,415

イーフ浄化センター耐震補強実施設計業務委託料

説　　　明
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